

地域資源活用・地域連携都道府県サポート業務
企画提案参加申込書



令和　　年　　月　　日


広島県知事様


所在地
団体名称
代表者名

	担当者名
	

	連絡先
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	





　この業務を受託したいので、次のとおり添付書類を付して企画提案書（正本１部、副本７部）を提出します。



　添付書類
・企画提案書（別紙様式１）
・団体目的等についての誓約書（別紙様式２）
・その他企画提案内容を説明するのに必要な書類（様式は任意ですが用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とします）
・その他団体の概要・事業内容等を説明するために必要な資料（大きさは任意）




(別紙様式１)
企　画　提　案　書

業務名：地域資源活用・地域連携都道府県サポート業務

１　業務概要

（１）企画提案の目的・実施方針及び実施による効果
	ア　企画提案の目的・実施方針


イ　実施による効果





（2） 支援体制の概要及び添付資料
ア　応募事業者の支援実績
（応募事業者がこれまでに行った類似の支援事業がある場合は記載してください。）
	項　　目
	具　体　的　内　容

	
	

	
	


　
イ　添付書類
（ア）応募事業者の直近の事業計画及び収支決算書等
（イ）その他事業承認者が特に必要と認める書類
注：申請に際し必要な書類を添付すること。

（3） 本業務の実施内容及び取組方法
　　ア　広島県地域資源活用・地域連携サポートセンターの設置
（ア）　応募事業者の組織体系
ａ　本業務を行うための常設拠点の名称、所在地及び連絡先
	本業務を行う常設拠点の名称
	常設拠点の所在地
	常設拠点の連絡先

	
	
	



ｂ　本業務を行うための人員配置計画
（統括企画推進員、デジタル技術の活用も含む企画推進員及び経理責任者、経理担当者の配置並びにその他補助的人員の雇用を含めた組織体制を記載。特に経理部門においては複数の人員によるチェック体制について記載。）
	



（イ）　統括企画推進員及び企画推進員（デジタル技術の活用を含む）の関連業務の知見や経験等の有無
	



　　（ウ）提案のポイント

（エ）具体的な実施内容・方法に関する提案内容

イ　地域委員会の開催及び地域プランナーの選定（地域委員会の開催時期及び回数、構成員として予定する者の氏名、所属等、活動支援方針の内容、地域プランナー選定基準の内容、履歴書様式、面接の実施方法等）
（1） 提案のポイント

（2） 具体的な実施内容・方法に関する提案内容

（3） 地域プランナーの登録計画及び資質
（令和５年度に地域プランナーとして農林漁業者に派遣実績のある者を含め、令和６年度内に登録の見込みがある者等を記載）
	氏名
	所属
(業務内容)
	専門分野
	デジタル人材
	登録
時期
	年度
プランナー実績
の有無

	(例)○○
	㈱○○プランニング
(コンサルタント、広告)
	
	
	
	有

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


表の内容が明示されていれば、別の様式に取りまとめて添付しても結構です。

ウ　支援対象者等に対するサポート活動等（経営改善戦略の策定や指導・助言、中央サポートセンターとの連携・調整方法、関係機関との連携方法、経営改善状況調査等）
（1） 提案のポイント

（2） 具体的な実施内容・方法に関する提案内容

（3） 実施時期及び回数、参加人数等
	実施時期
	内　　　　　容
	件数

	委託期間全体
（委託開始～
令和８年３月）
	1 地域プランナーの派遣件数
2 支援対象者数
3 企画推進員による対応件数（電話対応）
4 企画推進員による対応件数（訪問対応）
	件
事業者
件
件


※上記の項目に準じ別様で作成記入しても結構です。
※上記の項目を説明するために必要な資料がある場合は、別途添付してください。

参考：業務の目安
	1 地域プランナーの派遣件数
2 支援対象者数
3 企画推進員による対応件数（電話対応）
4 企画推進員による対応件数（訪問対応）
	100件
10事業者
125件
110件



エ　人材育成研修会の開催（講義、アンケート調査等）
（ア）提案のポイント

（イ）具体的な実施内容・方法に関する提案内容


（ウ）実施時期及び参加事業者数等

	実施時期
	内　　　　　容
	件数等

	委託期間全体
（委託開始～
令和８年３月）
	①講義形式の研修会の開催回数
②講義形式の研修会の開催回数（うちデジタル技術の活用に係る取組）
③講義形式の研修会の参加事業者数
④講義形式の研修会の参加事業者数
（デジタル技術の活用に係る取組）
⑤研修会の参加事業者に対する聞取調査又はアンケート調査件数
⑥研修会の参加事業者に対する聞取調査又はアンケート調査件数　　　　　　（デジタル技術の活用に係る取組）
	回
回

事業者
事業者

件

件


※上記の項目に準じ別様で作成記入しても結構です。
※上記の項目を説明するために必要な資料がある場合は、別途添付してください。

参考：業務の目安
	①講義形式の研修会の開催回数
②講義形式の研修会の開催回数　　（うちデジタル技術の活用に係る取組）
③講義形式の研修会の参加事業者数
④講義形式の研修会の参加事業者数　　（デジタル技術の活用に係る取組）
⑤研修会の参加事業者に対する聞取調査又はアンケート調査件数
⑥研修会の参加事業者に対する聞取調査又はアンケート調査件数
（デジタル技術の活用に係る取組）
	２回
１回

10事業者
10事業者

10件
10件


参考
	令和６年度の研修参加者の事業者数
	22事業者



２　業務スケジュール
	実施項目
	時期（月）

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	広島県地域資源活用・地域連携
サポートセンターの設置
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	地域委員会の開催
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	①　プランナーの選定
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　②　支援対象者の選定
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支援対象者等に対するサポート活動
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1 地域プランナー派遣
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2 企画推進員による対応（電話）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	3 企画推進員による対応（訪問）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人材育成研修会の開催
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1 講義
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2 アンケート調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人材育成研修会の開催（デジタル技術の活用に係る取組）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1 講義
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2 アンケート調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


内容が明示されていれば、別の様式に取りまとめて添付しても結構です。

３　業務に要する経費の積算
【地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業】
	
	区　分
	内　訳 ・ 積算根拠
	税抜金額（円）
	税込金額（円）

	地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業
	都道府県サポートセンター設置（ウェブサイト構築・運用に必要な手当て、実施案内作成費、管理運営員手当、通信機器類等リース料、通信運搬費、情報提供費、資料印刷費、消耗品費等）
	
	
	

	
	地域委員会開催及び地域プランナーの選定等（委員謝金、旅費）
	
	
	

	
	支援対象者に対するサポート（地域プランナー謝金、旅費、経営改善状況調査に係る調査印刷費、企画推進員（集計整理）、企画推進員手当、旅費）
	
	
	

	小計①
	
	

	消費税相当額②（①×0.1）
	
	

	税込事業費③（①＋②）
	
	

	人材育成研修会の開催

	管理運営費（人件費、旅費、募集案内印刷費）
開講実施費（会場費、講師謝金、講師旅費、テキスト作成費、実習に係る損害保険料、通信費、消耗品費等）
	
	
	

	小計④　全体額の１／５額以内であること
	
	

	人材育成研修会の開催
（デジタル技術の活用に係る取組）
	管理運営費（人件費、旅費、募集案内印刷費）
開講実施費（会場費、講師謝金、講師旅費、テキスト作成費、実習に係る損害保険料、通信費、消耗品費等）
	
	
	

	小計⑤
	
	

	消費税相当額⑥（（④＋⑤）×0.1）
	
	

	税込事業費⑦（④＋⑤＋⑥）
	


・人件費の積算は原則として次の方法により計算してください。
人件費＝ 時間単価 × 直接作業時間数
なお、詳細は、別添「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」（平成22年９月27日付け22経第960号大臣官房経理課長通知）を参照の上、計算方法についても表中に明示してください。


6
(別紙様式２)

令和　年　月　日
広　島　県　知　事　　様


所在地
団体名称

代表者名


団体目的等についての誓約書


当団体は、次の全ての事項に該当していないことを誓約します。



１　政治団体（政治資金規正法第3条の規定によるもの）

２　宗教団体（宗教法人法第2条の規定によるもの）

３　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第１項第２号の規定によるもの）、または暴力団の構成員、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、運営に関係している民間団体等

























